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う点では 年代の両国経済は
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受ける。たとえば不況期に

らなくとも労働生産性は一

対照的な状態で推移してき

長期的な不況に陥り， 年代
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リカ経済は逆に 年代を
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産性の伸びにおいて有利な状
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う見方も存在する。他方，こ

投資は旺盛であり，これが企

んそれ以外の要因も労働生産

の間の日本経済につい

業の生産性を向上させ

性の変化に影響してい

るだろう。いず

どう推移してき

労働量モデルで

変化の方向と大
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と変化，その要
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かつて本稿と同一のモデルを

別の投下労働量を計測し，そ
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な経済状況のもとで両国の労

。計測に使用するのは産業連
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（ ），中谷（

いる
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ただし

）， （ ），山田（
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いては 万円，アメリカに

ように展開できる。

），泉（ ， ），泉・
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任（ ）を参考にして

あり，単位価額をここ

位価額ごとの投下労働

生産物１

第

第

第

第

輸

輸入品１

貨幣単位の生産に直接・間接

生産物１貨幣単位の生産に

生産物１貨幣単位の生産に

生産物１貨幣単位の生産に

生産物１貨幣単位の生産に直

出品１貨幣単位に占める第

貨幣単位を得るために必要な

に必要な労働量（列ベクトル）

投入される第 国産原材料の

投入される第 固定資本の減

必要な輸入額（列ベクトル）

接必要な労働量（列ベクトル

生産物の割合（列ベクトル）

投下労働量（スカラー）

量（行列）

耗量（行列）

）

単位行列

“ ”は転置を示

したがって

となる
）
。

す。 式と 式から
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まり労働生産性として生産

業のネットワークを通じて

ある
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という変換の過程であるか

と産出の間の効率としてさ
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両国の生産活動能力の状態を

，その水準そのものを計測し

だけの生産要素の投入と産出

業部門において，固定設備当

らがより高い生産性であるか

することが自然である。人間

とる理由は次の点にある。

，その変化の方向とその速
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との比が問題にされる必要
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は自らの存続のためには人
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間にとっての内的，外的自
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よってどれだ

を示す重要な

もそれ自体労

ところで生

景気変動に伴

ることを止めることは出来な

けめざす変化を自然にもたら

指標となる。この見地からす
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産活動能力・自然制御能力の

う資本や労働の 働率の変動

い。この働きかけが労働で

すことができるかが，その
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る。

水準の指標として労働生産

の影響を除去する事が望ま

あり，社会が一定の労働に

社会の自然制御能力の水準

が労働であって，生産手段

性を計測しようとする場合，

しい。しかも本稿で分析対
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の固定設備消耗額を大きくす

る可能性がある。本橋では労
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変動の面では対照的な時期に

るであろうし，また直接労働

働量を実労働時間で測ること

属する。 働率の低下

係数のデータが正常以

でこの問題に部分的に

は対処している

データ

次に分析対象

いる。使用した

閣府経済社会総

データベース

が，就業者数データの 働率

となる部門と部門分類につい

データは『産業連関表』を中

合研究所（ ）を利用した

（

調整などより本格的な対応は

て確認する。本稿では産業部

心とした諸表である。日本の

。このデータは， 年から

）と呼ばれている。とこ

今後の課題である。

門を 部門に分割して

産業連関データは，内

年までの産業生産性

ろで，日本の産業連関

表は商品ベース

表（ 表）によ

品ベースに修正

いる。

第

や山田（ ）

の表となっているが，アメリ

り構成される。両表は産業分

した産業連関表を用いている

国産品投入係数。ア

生産物１貨幣単位の生産に

を参考にし以下の式で算出し

カの産業連関表はいわゆる

類と商品分類を明確に区別し

。

メリカのついては 表及び

投入される第 固定資本の

ている。

表（ 表）と

ているが，本稿では商

表を利用し作成して

減耗量は，中谷（ ）

今期の第

の国内生産額，

し得ることがで

れている。アメ

タ『

消費額を試算し

部門の設備投資のうちの第

である。 のデータは，産

きる。また減価償却 は，

リカ産業連関表には掲載され

』を参考に産業別

た。右辺第２項は第 部門の

財， 第 部門減価償却額

業連関表の固定投資形成マト

日本の産業連関表では，表内

ていないので，アメリカ商務

資本消費額を求め，さらに

固定設備の限界資本構成であ

， 今期の第 部門

リックスによって計算

の付加価値欄に掲載さ

省が公開する電子デー

表を参考に商品別資本

るが，これが平均資本

構成と同一と仮

ては『

『

『

係数 （人×時間

定し，財別構成比を表すとみ

商品別の労働量は，日本につ

』に掲載されている

』より求めた部

／ 万ドル）を算出している

なしている
）
。

いては産業連関表内の雇用表

』とアメリカ商

各年の部門別就業者数に

』及びアメリカ労働省が

門別の１年間の就業時間を乗

。さらに 表を用いること

から，アメリカについ

務省の電子データ

対して『

公開する電子データ

じて，部門ごとの雇用

により産業ベースの雇

用係数から商品

， 各年の

価格変化率

に掲載されてい

出額と部門別名

ベースの雇用係数を求めてい

商品×商品の産業連関表か

各部門の価格変化率は，ア

る部門別実質産出額と部門別

目産出額から算出している。

る。

ら得られる。

メリカ商務省の電子データ

名目産出額から求めた。日本

『 』

の場合も部門別実質産

（ ）



投下労働量モデルによる日米労働生産性の比較分析（山田・

３．測定結果

橋本）

部門

表１および

はいずれも時

上昇の為ば

量であるから

従って投下労

別投下労働量

表２が によって計算した日

間の経過にともなって減少し

かりではない。それぞれ名目

，労働生産性の上昇が仮にゼ

働量の実質的な変化を見るた

米両国の産業部門別投下労

ていることがわかるが，こ

万円と名目１万ドル当りの

ロであっても価格の上昇に

めには，後に行なうように

働量である。これらの数値

れは必ずしも労働生産性の

生産物に投下された労働

伴ってこれらは減少する。

これらの数値を各部門ごと

の価格上昇率

さて，この

とを意味する

けである。周

下労働量（価

は影響される

下労働量の

（表３）。表３

でデフレートする必要がある

値が他部門のそれに比して大

わけではなく，前に述べたよ

知のように，資本制経済にお

値）から乖離する。さらに，

。全体としての不等価交換の

ばらつきの大きさを変動係数

には比較のため， 年代お

。

きいことはそれだけでは必

うに労働の交換率が不利で

いては各部門の有機的構成

独占の存在や一時的需給によ

度合いを比較するために，

（ 標準偏

よび 年代の数値を山田（

ずしも労働生産性が低いこ

あることを表わしているわ

の相違から一般に価格は投

っても不等価交換の状態

表１，表２の部門ごとの投

差／平均）によって示した

）から抜き出して併記

している。全

とくに日本の

する傾向があ

好況を反映し

合いは全産業

妥当している

体としての部門間不等価交換

場合 年代前半期まで，好況

ったが， 年代後半以降もこ

て全産業のそれは拡大してい

，製造業ともアメリカよりか

。

の度合いを日米の全産業，

期には不等価交換の度合い

の傾向は妥当している。ア

る。また， 年代前半期

なり大きかったが， 年代

製造業についてみると，

は拡大し，不況期には縮小

メリカについても 年代の

まで日本の不等価交換の度

後半以後もこれは基本的に

実質

式から直

の推移をみる

した各部門の

門別投下労働

質単位産出

量の減少は

産出額当り投下労働量の推移

接算出される投下労働量は，

場合には先に述べたように，

投下労働量を ，…，

量についての表１および表２

額当たりの投下労働量 を求

労働生産性の上昇に他ならな

各々の年の価格で評価され

価格の変化を取り除く必要

と表そう。すなわち，名

をそれぞれの部門別価格指

めることができる。実質単位

いから， の減少の度合いは

ている。そこで投下労働量

がある。このように実質化

目単位産出額当たりの部

数でデフレートすれば，実

産出額当たりの投下労働

両国各部門の労働生産性

上昇のテンポ

は高いわけで

降の表中の全

山田（

当たりの投

カの全産業平

を示している。投下労働量の

ある。期間ごとの年平均変化

部門平均とは，各部門の国内

）によれば， 年代後半か

下労働量の推移の傾向は，日

均では年率 ％（ 年―

減少率（マイナスの数値）が

率を計算したものが表４お

生産額で加重した平均値で

ら 年代前半までの時期に

本の全産業平均では年率

年）と日本がアメリカを伸

高いほど労働生産性上昇率

よび表５である。なお，以

ある。

ついての実質単位産出額

％（ 年― 年），アメリ

び率で圧倒していた。表４

（ ）



立命館経済学（第 巻・第４号）

表

および表５から 年代後半から 年代にかけての期間について両国を比較すると，その傾向は

継続しているこ

前半までの傾向

れも年率）。産業

カを上回って

％，アメリ

で，機械工業

とがわかる。この期間全体の

を継続し日本がアメリカを

グループについてみると，機

いる。例えば，軽工業（日本

カ ％），第三次産業（日

（日本 ％，アメリカ

全部門平均値でみると，

上回っている（日本 ％，

械工業を除くすべての産業グ

％，アメリカ ％

本 ％，アメリカ ％

％）では，アメリカがわずか

年代後半から 年代

アメリカ ％，いず

ループで日本がアメリ

）や基礎重工業（日本

）がそうである。一方

に優位な生産性の上昇

（ ）

１ 農林水産業
２ 鉱 業
３ 食料品
４ 繊 維
５ パルプ・紙
６ 化 学
７ 石油・石炭

表１ 投下労働量
（日本， 万円当り時間）

８ 窯業・土石製品
９ 一次金属
金属製品
一般機械
電気機械
自動車
その他の輸送機械
精密機械
その他の製造業
建設業
電気・ガス・水道
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
運 輸
通 信
対事業所サービス

業

対個人サービス
公共サービス
公 務
その他

全 部

軽工業（第３ 第５
基礎重工業（６
機械工業（ ）
製造業（３ ）平

門

，
）
平
均

平 均

第 ）
平均
均

第１次，第２次部
第３次部門（

門
，
（１

平均

， ， ）平均
）平均
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表

表

（ ）

１ 農林水産業
２ 鉱 業
３ 食料品
４ 繊 維
５ パルプ・紙
６ 化 学
７ 石油・石炭

表２ 投下労働量
（米国，１万ドル当り時間）

８ 窯業・土石製品
９ 一次金属
金属製品
一般機械
電気機械
自動車
その他の輸送機械
精密機械
その他の製造業
建設業
電気・ガス・水道
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
運 輸
通 信
対事業所サービス

業

対個人サービス
公共サービス
公 務

全 部

軽工業（第３ 第５
基礎重工業（６
機械工業（ ）
製造業（３ ）平
第１次，第２次部門
第３次部門（

門 平 均

，第 ）
）平均
平均
均
（１
，

平均

， ， ）平均
）平均

表

日

年 全産

３

本

業

単位価額

製造

当りの投下労働量の

業 年

変動

米

係数

国

全産業

（％）

製造業
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表

を示している。また，日米両国ともより前の期間のほうが高く，後の期間ほど低下している。こ

の結果に示され

からすると意外

アメリカを上回

年から 年にか

鉱業，繊維，パ

電気・ガス・水

た 年代中盤からのアメリカ

かもしれない。また， 年代

っているという結果も意外で

けて全部門平均を上回るテン

ルプ・紙，化学，石油・石炭

道業，金融・保険業，通信，

の生産性上昇率の低下は，一

後半期においてもなお生産性

ある。以下より細かく見てい

ポで生産性を上昇させてきた

，窯業・土石製品，一次金属

対個人サービスである。この

般に言われてきた傾向

上昇率において日本が

こう。日本において

部門は，農林水産業，

，電気機械，精密機械，

うち ％を超える率

（ ）

１ 農林水産業
２ 鉱 業
３ 食料品
４ 繊 維
５ パルプ・紙
６ 化 学
７ 石油・石炭

表４ 実質産出額当り投下労働量の推移
（日本，年率％）

８ 窯業・土石製品
９ 一次金属
金属製品
一般機械
電気機械
自動車
その他の輸送機械
精密機械
その他の製造業
建設業
電気・ガス・水道
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
運 輸
通 信
対事業所サービス

業

対個人サービス
公共サービス
公 務
その他

全 部

軽工業（第３ 第５
基礎重工業（６
機械工業（ ）
製造業（３ ）平

門

，
）
平
均

第１次，第２次部門

平 均

第 ）
平均
均

（１
第３次部門（ ，

平均

， ， ）平均
）平均
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表

で投下労働量

対して，アメ

減少を達成した部門は，石油

リカで 年から 年にかけて

・石炭と電気機械，通信の

全部門平均を上回るテンポ

３部門のみである。これに

で投下労働量を減少させて

きた部門は，

輸送機械，精

らのなかでも

ると，アメ

例えば，電

が ％

農林水産業，繊維，一次金属

密機械，卸売・小売業，運輸

，機械工業の減少の大きさが

リカは投下労働量減少率

気機械（ ％， ― 年）

にすぎないことからすると非

，金属製品，一般機械，電

，対個人サービス，公共サ

目立つ結果となっている。

％に達している部門が存在し

である。 年― 年のアメリ

常に目立つ結果である。一方

気機械，自動車，その他の

ービス，公務である。これ

また，特定の期間に注目す

ているのも特徴である。

カ投下労働量減少率平均

，日本ではこれに該当す

（ ）

１ 農林水産業
２ 鉱 業
３ 食料品
４ 繊 維
５ パルプ・紙

表５

６ 化 学
７ 石油・石炭

実質産出額当り投下労働量の推移
（米国，年率％）

８ 窯業・土石製品
９ 一次金属
金属製品
一般機械
電気機械
自動車
その他の輸送機械
精密機械
その他の製造業
建設業
電気・ガス・水道
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
運 輸
通 信
対事業所サービス

業

対個人サービス
公共サービス
公 務

全 部

軽工業（第３ 第５
基礎重工業（６
機械工業（ ）
製造業（３ ）平
第１次，第２次部

門

，
）
平
均
門

第３次部門（ ，

平 均

第 ）
平均
均

（１

平均

， ， ）平均
）平均



る部門は存在し

要因別

立命館経済

ない。

寄与度

学（第 巻・第４号）

前節では部門

その細かい要因

の要因別に分解

変化による投下

設備の変化によ

ができる。ただ

別投下労働量の変化について

をみるためには，投下労働量

する必要がある。そこで，以

労働量の変化部分は下記の

る投下労働量の変化部分につ

し， は異時点間の変化分を

，一定の傾向をみることがで

の変化を直接労働量投入，中

下では要因別寄与度分析をお

式により表すことができる。

いても，それぞれ下の 式，

表す。

きた。しかし，さらに

間投入，固定設備など

こなう。直接労働量の

また，中間投入，固定

式のとおり表すこと

このうち 式

から，生産技術

化をも反映した

変化による部分

することはせず

上・表示してい

については，国産投入係数の

を反映する投入係数の変化だ

ものとなっている。なお，

については，比較

，各変動要因が同時的に変化

る。こうして， の変化分

変化による投下労働量の変化

けでなく，各財の輸入率（

生産に必要な輸入額 および

的微少であることからここで

した場合の交絡項 と合

は，以上の要因別変化分

を求めているのである

１マイナス国産率）の変

輸出品の財別割合 の

は独自要因として表示

わせてその他として計

の合計として表現でき

る。

となる。表６お

ここでは統合部

している。

表６および表

労働の減少が大

よび表７はこれらの要因ごと

門についての結果のみを示す

７から観察できる特徴は次の

きく寄与している。比較的伸

に投下労働量変化率への寄与

が，部門全体についての結果

通りである。 日米ともに，

び率の高い産業の生産性は，

度を求めたものである。

は付表として末尾に示

労働生産性上昇に直接

ほとんど直接労働の寄

与によって説明

リカの場合に直

っているのに比

リカの方が中間

る。 固定資本

働量を増やす要

かしながらもち

できることからも確かめるこ

接労働の寄与度が大きく中間

べて，日本の場合は生産性の

投入の寄与度は大きかった

の寄与度はそれ自体では両国

因という結果であって，この

ろん，固定設備投入の増大が

とができる。 中間投入の寄

投入の寄与度はむしろ生産性

上昇に寄与しているといえる

（山田（ ）） 年代前半まで

ともそれほど大きな値ではな

限りでは生産性を低下させる

直接労働の減少を可能にした

与度については，アメ

を低下させる要因とな

。これらの点は，アメ

の傾向とは異なってい

いが，いずれも投下労

要因となっている。し

と解釈すべきであろう。

固定設備を通じ

に見られたもの

労働生

日米の部門ご

ぞれにおける価

た間接労働の増加と直接労働

と同様である（山田（ ））。

産性水準の日米比較

との労働生産性をその水準に

額が必要である。これはその

の減少という傾向は， 年

ついて比較するためには，等

財の購買力平価にほかならな

から 年までの期間

量の生産物の日米それ

い。つまり，アメリカ

（ ）
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表

において１ド

量である。

が作

ルで購入できる同種同量の財

本稿では が作成公

成した の支出項目別の

貨サービスを日本で購入す

表している 全体に対す

購買力平価から我々が推計し

る場合に必要とされる円の

る購買力平価，および

た財ごとの購買力平価，

を用いて検討

は

の各年につい

の支出

って，日本の

を試みた。

全体に対する購買力平価に基

メンバー各国の主要なマクロ

て 全体に対する購買力

項目別の購買力平価を公表し

名目単位額当りの投下労働量

づく比較

経済指標を比較可能なものに

平価を作成・公表してきた。

ている
）
。このうち 全体

をドル換算し，アメリカの

するため， 年代以降

また， 年以降には，

に対する購買力平価によ

それとの比を求めたものが

（ ）

直

全 部 門 平 均
軽工業（第３ 第５，
基礎重工業（６ ）
機械工業（ ）平
製造業（３ ）平均
第１次，第２次部門
第３次部門（ ，

接 労 働

第 ）平
平均
均

（１ ，
）

表６ 投下労働量変化率

均

の要因別

， ）平均
平均

寄与度
（日本，年率％）

中

全 部 門 平 均
軽工業（第３ 第５，
基礎重工業（６ ）
機械工業（ ）平
製造業（３ ）平均

間 投 入

第 ）平
平均
均

第１次，第２次部門
第３次部門（ ，

（１ ，
）

均

， ）平均
平均

固

全 部 門 平 均
軽工業（第３ 第５，
基礎重工業（６ ）
機械工業（ ）平
製造業（３ ）平均
第１次，第２次部門

定 設 備

第 ）平
平均
均

（１ ，
第３次部門（ ，

そ

）

の 他

均

， ）平均
平均

全 部 門 平 均
軽工業（第３ 第５，
基礎重工業（６ ）
機械工業（ ）平
製造業（３ ）平均
第１次，第２次部門
第３次部門（ ，

第 ）平
平均
均

（１ ，
）

均

， ）平均
平均
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表

表８である。こ

を必要とするか

表８によれば

の値は同種同量の生産物を生

を示している。

第１に， 年時点で石油・

産するために，日本がアメリ

石炭がアメリカを抜き，電力

カの何倍の投下労働量

・ガス・水道業，運輸，

公共サービス，

門・年でアメリ

差は，全部門平

気機械で 倍

倍（ 年／

種同量の生産物

公務などがアメリカの同部門

カが日本にまさっていること

均では 倍となっている。

，精密機械でも 倍とな

年）から 倍（ 年／ 年

を生産するために必要な労働

とほぼ同等であることを除い

がわかる。 年／ 年時点で

さらに個別部門を詳しくみる

お格差が存在することが分か

）へと差が拡大している。し

量の日米格差は全体としては

て，ほとんど全ての部

の日米の投下労働量格

と自動車で 倍，電

る。金融・保険業では

かしながら第２に，同

この間総じて縮まって

（ ）

直

全 部 門 平 均
軽工業（第３ 第５，
基礎重工業（６ ）
機械工業（ ）平
製造業（３ ）平均

第
平
均

表７

接 労 働

）平
均

第１次，第２次部門
第３次部門（ ，

（１ ，
）

投下労働量変化率の要因

均

別寄与度

， ）平均
平均

（米国，年率％）

中

全 部 門 平 均
軽工業（第３ 第５，
基礎重工業（６ ）
機械工業（ ）平
製造業（３ ）平均
第１次，第２次部門

第
平
均

（

間 投 入

）平
均

１ ，
第３次部門（ ， ）

均

， ）平均
平均

固

全 部 門 平 均
軽工業（第３ 第５，
基礎重工業（６ ）
機械工業（ ）平
製造業（３ ）平均
第１次，第２次部門
第３次部門（ ，

第
平
均

（

定 設 備

）平
均

１ ，
）

そ の 他

均

， ）平均
平均

全 部 門 平 均
軽工業（第３ 第５，
基礎重工業（６ ）
機械工業（ ）平
製造業（３ ）平均
第１次，第２次部門
第３次部門（ ，

第
平
均

（

）平
均

１ ，
）

均

， ）平均
平均
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表 ，

（ ）

１ 農林水産業
２ 鉱 業
３ 食料品
４ 繊 維
５ パルプ・紙
６ 化 学

表８

７ 石油・石炭

投下労働量の日米比（ ）

８ 窯業・土石製品
９ 一次金属
金属製品
一般機械
電気機械
自動車
その他の輸送機械
精密機械
その他の製造業
建設業
電気・ガス・水道
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
運 輸
通 信
対事業所サービス
対個人サービス
公共サービス

業

公 務

全 部

部

１ 農林水産業
３ 食料品
４ 繊 維

門 平 均

表９

門分類

一般機械

投下労働量の日米比（ ）

電気機械
自動車
その他の輸送機械
その他の製造業
建設業
電気・ガス・水道
運 輸
通 信
対個人サービス

業

公共サービス
公 務



きていることが

縮小している。

メリカのそれを
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わかる。全部門平均では

ちなみに 年代後半から

大きく上回り，同種同量の生

学（第 巻・第４号）

倍（ 年／ 年）から 倍

年の間については，日本の

産物を生産するために必要な

（ 年／ 年）へと差は

労働生産性の伸びがア

労働量においても日米

格差を急速に縮

とはいえ同じ傾

財別

さきほどみて

必ずしも適切で

との傾向が大き

購買力平価を使

めたという結果がえられた

向が継続しているわけである

購買力平価に基づく比較

きた 全体に対する購買

ない場合がある。それは，

く異なる場合である。そこ

用して投下労働量比を比較し

（山田（ ））が，その後もテ

。

力平価は，部門別投下労働量

全体に対する購買力平価

で， 全体に対する購買力

てみることとする。

ンポは緩やかになった

比の考察を行う際には，

の傾向と商品別のそれ

平価ではなく商品別の

の作

れる産業部門に

力平価を求める

から，中間財に

とめた投下労働

購買力平

１万ドルあたり

サービスと公務

成した 年の の支出

割り振り，これを１人当たり

ことができる。当然ながら

ついてのデータはまったく含

量の日米比である。財別

価により評価した場合とは多

の投下労働量において日本が

，ほぼ同等な部門は電気機械

項目別（ 項目）の購買力平価

の支出額をウェイトにして加

の支出項目についての購

まれていない。表９がこれに

購買力平価により投下労働

少異なる傾向を示している。

アメリカを凌駕している部門

，自動車，通信であって，残

データを，適切と思わ

重平均して財別の購買

買力平価データである

もとづいて換算しても

量の日米比をみると，

表９に見る通り，同じ

は， 部門のうち公共

りの 部門はアメリカ

のそれに追いつ

年／ 年から

購買力平

た部門は，一般

投下労働量の日

ている。これ

購買力平

くには至っていないという結

年／ 年の間に差が拡大して

価ではなく財別 購買力

機械，電気機械，自動車，そ

米比が通信は （ ），

らの部門の場合，財別購買力

価の数値に比して若千日本の

果となった。また，上の 部

いるのである。ここで表８と

平価により試算したことで，

の他の輸送機械などの製造業

自動車は （ ）とほぼ

平価が 購買力平価を

側の価格が低めに，または

門のうち５部門では

表９を比較してみよう。

より日米の比が接近し

と通信である。特に，

変わらない水準となっ

下回っている。つまり

（かつ）アメリカの側の

価格が高めにな

総合賃

山田（ ）

て， 年代後

時点でなお生産

帰着させた総合

っている部門であるわけであ

金比率

は， 実質産出額あたりの投

半から 年の間に日本はア

性の水準では日本はアメリカ

賃金比率（後述）では日本は

る。

下労働量の減少率で測った労

メリカのほぼ３倍の大きさを

に及んでいないこと， しか

アメリカを下回っており（製

働生産性上昇率におい

示したが， 年の

し生産コストを賃金に

造業 日本 ，アメリ

カ ，機械工

価格競争力の面

に見たとおり，

間について日本
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